
愛 媛 県 報

５５８

告 示

��������������

�愛媛県告示第６７５号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６７６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和４年６月１７日

発 行 愛 媛 県

名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

しいのき心療内科 松山市末広町１１－６ ベ
ルメゾンスエヒロ１Ｆ 医療法人 しいのき 松山市末広町１１－６ ベ

ルメゾンスエヒロ１Ｆ
理事長
山 本 芳 成 精神通院医療 令和４年

４月１日

マック富�調剤薬局 松山市富�町４３０番地２ 株式会社 大屋 西条市西田甲５９０番地２ 代表取締役
伊 藤 慎太郎

精神通院医療（薬
局）

令和４年
６月１日

レデイ薬局松末店 松山市松末一丁目６番１０
号 株式会社 レデイ薬局 松山市南江戸四丁目３番

３７号
代表取締役
白 石 明 生

精神通院医療（薬
局）

令和４年
６月１日
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�愛媛県告示第６７７号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６７８号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

今治市 郷六ヶ内町２丁
目等４単位区域

令和２年度から
令和３年度まで

今治市（郷六ヶ内
町２丁目等４単位
区域）の地籍図及
び地籍簿

宇和島市 下畑地の第１１ 令和２年度から
令和３年度まで

宇和島市（下畑地
の第１１）の地籍図
及び地籍簿

２ 認証年月日

令和４年６月１７日

�������
�愛媛県告示第６７９号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局及び市役所におい

て縦覧に供する。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

南君東Ｂ地区（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和６２年３月愛媛県告示第４０５号）

南君東Ｂの項（以下「南君東Ｂの項」という。）で指定した標柱３

号、標柱２号及び標柱１号を順次結んだ線、標柱１号と急傾斜地崩

壊危険区域の指定（昭和５８年３月愛媛県告示第４５４号）南君東の項

で指定した標柱９号及び標柱８号を順次結んだ線、同項で指定した

標柱８号と次に掲げる地番の土地に存する標柱１１号から標柱１５号ま

でを順次結んだ線及び標柱１５号と南君東Ｂの項で指定した標柱３号

を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 吉田町南君 東 ５７１番３ １１号

５７２番１０ １２号

５７２番１６ １３号

５７１番２ １４号

５７１番５ １５号

�������
�愛媛県告示第６８０号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び町

役場において縦覧に供する。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

宮原Ａ－１地区

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱６号までを順次

結んだ線及び標柱６号と標柱１号を県道美川小田線南側官民境界線

で結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

喜多郡内子町 中川 １１番６ １号

本川 ３９９４番 ２号、３号

４０１７番 ４号

４００２番１ ５号、６号

宮原Ａ－２地区

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱９号までを順次

結んだ線及び標柱９号と標柱１号を県道小田柳谷線東側官民境界線

で結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

喜多郡内子町 本川 ４０１２番 １号、２号

４０１６番 ３号

４０１７番 ４号

４０２８番 ５号

４０３５番 ６号

４０４０番１ ７号、８号

４０３３番 ９号

愛媛県知事 中 村 時 広

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

株式会社イゼン
大阪府枚方市禁野本町１
丁目１８－９ 玉井ビル３
階

代表取締役
乾 哲

訪問看護ステーション
メディカルレイズ新居浜

新居浜市高木町２番１４１
号 精神通院医療 令和４年

６月１日

株式会社ツクイ 神奈川県横浜市港南区上
大岡西一丁目６番１号

代表取締役
高 畠 毅

ツクイ東温訪問看護ステ
ーション

東温市志津川南五丁目２
番地１８ 精神通院医療 令和４年

６月１日

名 称
所 在 地 担当する医療の

種類
変 更
年月日変 更 前 変 更 後

そうごう薬局港
町店

八幡浜市４１６番
地１

八幡浜市港町４１
６番地１ 精神通院医療 令和４年

４月２９日
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�愛媛県告示第６８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市洪水土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年６月１７日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�������
�愛媛県告示第６８２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市金子土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年６月１７日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�������
�愛媛県告示第６８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

西条市橘土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持管理）

の計画の変更を令和４年６月１０日認可した。

令和４年６月１７日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�������
�愛媛県告示第６８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市安城寺町土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年６月１７日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第６８５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２９）第１６１３０号 平成２９年
６月２２日 �ナカツ電工 中屋敷龍二 松山市堀江町甲８４２－８ 令和４年

５月１０日 建築工事業 建設業の廃止
（一部廃業）

（般－１）第５１３４号 令和２年
３月３０日 �竹田建設 後藤 秀樹 東温市志津川５６１－１ 令和４年

５月１２日 造園工事業 建設業の廃止
（一部廃業）

（般－３）第９２５８号 令和３年
１０月２２日 �フジクウ 宮内 康夫 松山市�万ノ台１０６８－１ 令和４年

５月１６日

建築工事業、大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部廃業）

（般－１）第１７４３８号 令和２年
１月２１日 �サントータル愛媛 藤井 真人 松山市古川南１－２１－４ 令和４年

５月２４日
建築工事業
塗装工事業
解体工事業

建設業の廃止
（一部廃業）

（般－３０）第１８２０１号 平成３０年
１１月２０日 �しまなみ企画 藤井 哲司 松山市土居田町２３４－７ 令和４年

５月２５日
建築工事業
内装仕上工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 砥部伊予松山線 松山市高岡町７４番５ 令和４年６月１７日

〃 松山空港線
松山市高岡町７４番５から

同町１５１番３まで
〃
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�愛媛県告示第６８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

五十崎国営開発土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

令和４年６月１７日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

五十崎国営開発土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年６月１７日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

�公 告

次のとおり企画提案書の提出を招請する。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業務概要

� 業務名

携帯電話通信（ＬＴＥ）を活用した愛媛県原子力防災ドロー

ンシステムの構築業務

� 業務内容

携帯電話通信（ＬＴＥ）を活用した愛媛県原子力防災ドロー

ンシステムの構築業務公募型プロポーザル手続等に関する説明

書（以下「説明書」という。）による。

� 履行期間

契約締結の日から令和５年３月１７日まで

２ 参加資格及び評価項目

� 企画提案書の提出者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の

請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、

かつ、「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事

項に該当するもの

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第

１項各号のいずれにも該当しない者であること。

イ 参加表明書の受領の期限の日から企画提案書の受領の期限

の日までの期間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

ウ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手

続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規

定による更生手続開始の申立て、破産法（平成１６年法律第７５

号）の規定による破産手続開始の申立て又は会社法（平成１７

年法律第８６号）の規定による特別清算開始の申立てがなされ

ていないこと（民事再生法の規定による再生計画認可又は会

社更生法の規定による更生計画認可の決定を受けている者を

除く。）。

エ 企画提案書の受領の期限の日前６か月間において、振り出

した手形又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止さ

れていないこと。

オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員若しくは当

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川川内線
上浮穴郡�万高原町黒藤川８０９番２から

同町黒藤川１０３９番２まで
令和４年６月１７日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 岡 金 也 喜多郡内子町五十崎甲１８３５番地

〃 佐 伯 忠 廣 喜多郡内子町五十崎甲２７５番地

〃 嵜 野 勇 喜多郡内子町五十崎甲１１８２番地の１

〃 井 上 多喜雄 喜多郡内子町五十崎乙６２６番地の１

〃 松 田 純 一 喜多郡内子町大�喜甲１６９番地

〃 脇 坂 寛 喜多郡内子町重松甲２３番地の３

〃 力 石 忠 喜多郡内子町宿間甲２６７番地の１

〃 寺 谷 博 幸 喜多郡内子町平岡甲１８９５番地の３

〃 松 田 敏 喜多郡内子町福岡甲８４４番地

〃 福 岡 健 喜多郡内子町重松甲１３９１番地

〃 松 岡 義 � 喜多郡内子町重松甲５９０番地

〃 宮 本 利 一 喜多郡内子町只海甲１１３５番地

〃 一 宮 幸 藏 大洲市徳森２６３２番地の９３

〃 石 田 光 盛 喜多郡内子町平岡甲５３３番地の１

〃 三 原 美津夫 喜多郡内子町平岡甲１９３５番地の３

監 事 � 保 徳太郎 喜多郡内子町宿間甲８０５番地第２

〃 大 松 儀 一 喜多郡内子町只海甲１２９８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 本 昌 行 喜多郡内子町五十崎甲１３６８番地

〃 佐 伯 忠 廣 喜多郡内子町五十崎甲２７５番地

〃 栗 田 謙 一 喜多郡内子町五十崎甲１１５１番地

〃 井 上 多喜雄 喜多郡内子町五十崎乙６２６番地の１

〃 松 田 純 一 喜多郡内子町大�喜甲１６９番地

〃 脇 坂 寛 喜多郡内子町重松甲２３番地の３

〃 力 石 忠 喜多郡内子町宿間甲２６７番地の１

〃 寺 谷 博 幸 喜多郡内子町平岡甲１８９５番地の３

〃 松 田 敏 喜多郡内子町福岡甲８４４番地

〃 福 岡 健 喜多郡内子町重松甲１３９１番地

〃 松 岡 義 � 喜多郡内子町重松甲５９０番地

〃 宮 本 利 一 喜多郡内子町只海甲１１３５番地

〃 一 宮 幸 藏 大洲市徳森２６３２番地の９３

〃 石 田 光 盛 喜多郡内子町平岡甲５３３番地の１

〃 三 原 美津夫 喜多郡内子町平岡甲１９３５番地の３

監 事 徳 田 義 行 喜多郡内子町宿間甲６９４番地の１

〃 大 松 儀 一 喜多郡内子町只海甲１２９８番地
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該暴力団員が役員となっている法人その他の団体又はこれら

の者の利益となる活動を行う者でないこと（アに該当する者

を除く。）。

� 企画提案書を特定するための評価項目

ア 業務の実施体制

１で示した業務と同種若しくは類似の業務の実績又は当該

業務に類する実証実験の運営若しくは当該実証実験への参画

の実績、配置予定管理技術者の資格及び実績並びに実施体制

イ 事業内容

ドローン運航システムの整備、実運用に向けたドローン飛

行テストの実施、ドローン運用体制の整備

ウ 業務計画

スケジュール及び進捗管理の妥当性

エ 追加提案

新たな技術等の追加提案の妥当性

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県県民環境部防災局原子力安全対策課原子力防災グルー

プ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２３４１

� 説明書の交付の期間、場所及び方法

ア 期間

令和４年６月１７日（金）から７月１日（金）までの執務時

間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３

号）第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前８時３０

分から午後５時１５分までをいう。）

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

無料にて交付する。

� 参加表明書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和４年７月１日（金）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 企画提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和４年７月２７日（水）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県県民環境部防災局原子力安全対策課原子力防災グルー

プ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２３４１

� その他

詳細は、説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Development of a nuclear emergency prevention system in

Ehime Prefecture using drones that operate on mobile phone

communication（LTE），１ set

� Time limit to express interests：５：１５ p．m．，１７ June２０２２

Time limit for the submission of proposals：５：１５ p．m．，２７

July２０２２

� For further inquiries relating to the proposal，please

contact： Nuclear Disaster Prevention Group，Nuclear Safety

Measures Division，Disaster Prevention Subdepartment，Public

Affairs and Environment Department，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２３４１

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年６月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

スクールバス（中型・福祉車両）の購入

� 購入物品名及び数量

スクールバス（中型・福祉車両） ２台

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和５年３月１６日（木）

� 納入場所

愛媛県立しげのぶ特別支援学校

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ



愛 媛 県 報令和４年６月１７日 第３１６号

５６３

選挙管理委員会告示

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

令和４年７月１２日（火）午前９時から同月１３日（水）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和４年７月１３日（水）午後１時３０分

愛媛県庁第二別館５階 入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：令和４年７月６日（水）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条か

ら第１５４条までの規定による。

イ 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

ウ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：School

bus for special support education school use，２

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，１３ July２０２２

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�愛媛県選挙管理委員会告示第３８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和４年６月１７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１３７，６８７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２２，７５４

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４２，２１１

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４２，９１１ １４，３０４

南 宇 和 郡 １７，８９０ ５，９６４

松山市・上浮穴郡 ４３３，９３０ １３８，９８９

今 治 市 ・ 越 智 郡 １３５，６５５ ４５，２１９

宇和島市・北宇和郡 ７３，５４０ ２４，５１４

八幡浜市・西宇和郡 ３５，６０７ １１，８６９

新 居 浜 市 ９７，９９７ ３２，６６６

西 条 市 ８９，７１９ ２９，９０７
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３９号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正する。

令和４年６月１７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県公営企業告示第５号
次のとおり落札者を決定した。

令和４年６月１７日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ４８，９４５ １６，３１５

伊 予 市 ３０，６４６ １０，２１６

四 国 中 央 市 ７１，６８４ ２３，８９５

西 予 市 ３１，１０１ １０，３６７

東 温 市 ２８，０６２ ９，３５４

改 正 後 改 正 前

１～３ 省略

４ 老人ホーム

１～３ 省略

４ 老人ホーム

名 称 種 類 所 在 地 指定年月日 名 称 種 類 所 在 地 指定年月日

省略 省略

特別養護老人

ホーム五明苑

省略 特別養護老人

ホーム五明苑

省略

特別養護老人

ホーム福寿

特別養護老

人ホーム

松山市権現町甲１０ 令和４年６月

１０日

ショートステ

イ福寿

老人短期入

所施設

松山市権現町甲１０ 令和４年６月

１０日

介護付有料老

人ホーム福寿

有料老人ホ

ーム

松山市権現町甲１０ 令和４年６月

１０日

省略 省略

５・６ 省略 ５・６ 省略

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

ＤＲシステム １式
（県立今治病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和４年５月２６日

富士フイルムメディカ
ル株式会社 四国支社
香川県高松市中野町２９
番２高松パークビル７
階

４３，７５８，０００円 一般競争入札 令和４年４月８日

令和４年６月１７日 発行


